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生涯現役促進地域
連携事業委託契約

支出負担行為担当官
静岡労働局総務部長

菅野　博文
静岡労働局

静岡市葵区追手町9-50

平成29年8月1日

ふくろい生涯現役促進地
域連携協議会

袋井市新屋1丁目1－1

―

高齢者等の雇用の安定等に関
する法律第34条第1項の規定に
基づいて、厚生労働大臣の同意
が得られた地域高年齢者就業
機会確保計画を提出した団体と
契約する必要があることから、
会計法第29条の3第4項により
随意契約する。

20,004,000 20,003,976 100.0%

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開
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